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  運用報告書（全体版） 

日本経済再生戦略株式ファンド 

 

愛称：セブン・シスターズ 

 
 

第16期（決算日：2018年６月20日） 

第17期（決算日：2018年９月20日） 
 

 

 

信託期間を従来の2019年９月20日から2024年９月20日へ延長しました。 

 

 

受益者のみなさまへ 
 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、お手持ちの「日本経済再生戦略株式ファン

ド」は、去る９月20日に第17期の決算を行いましたの

で、法令に基づいて第16期～第17期の運用状況をま

とめてご報告申し上げます。 

今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い

申し上げます。 

 

商品分類 追加型投信／国内／株式 

信託期間 
2024年９月20日［当初、2019年９月20日］まで
（2014年５月１日設定） 

運用方針 

日本経済再生戦略株式マザーファンド受益証
券への投資を通じて、わが国の株式を実質的
な主要投資対象とし、主として値上がり益の
獲得をめざします。マザーファンド受益証券
の組入比率は高位を維持することを基本とし
ます。株式以外の資産への実質投資割合（信
託財産に属する株式以外の資産の時価総額と
信託財産に属するマザーファンドの受益証券
の時価総額にマザーファンドの信託財産の総
額に占める株式以外の資産の時価総額の割合
を乗じて得た額との合計額が信託財産の総額
に占める割合）は、原則として信託財産の総
額の50％以下とします。 

主要運用対象 

ベ ビ ー 
ファンド 

日本経済再生戦略株式マザー
ファンド受益証券を主要投資対
象とします。なお、わが国の株式
に直接投資することがあります。 

マ ザ ー 
ファンド 

わが国の金融商品取引所に上場
している株式を主要投資対象と
します。 

主な組入制限 

ベ ビ ー 
ファンド 

株式への実質投資割合に制限を
設けません。 
外貨建資産への投資は行いません。 

マ ザ ー 
ファンド 

株式への投資割合に制限を設け
ません。 
外貨建資産への投資は行いません。 

分配方針 

経費等控除後の配当等収益および売買益（評
価益を含みます。）等の全額を分配対象額と
し、分配金額は、基準価額水準、市況動向等を
勘案して委託会社が決定します。ただし、分
配対象収益が少額の場合には分配を行わない
ことがあります。 

※当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。 
※ 公募株式投資信託は税法上、「NISA（少額投資非課税制度）およびジュ

ニアNISA（未成年者少額投資非課税制度）」の適用対象です。 
詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

 

252034 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 
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日本経済再生戦略株式ファンド

本資料 の表記にあたって  

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合
計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。 

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。 

 

○最近10期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

（ 参 考 指 数 ） 
ＪＰＸ日経インデックス４００ 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 

(分配落) 
税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

８期(2016年６月20日) 8,913 0 △ 1.5 11,526.29 △ 6.8 98.4 － 8,512 

９期(2016年９月20日) 8,762 0 △ 1.7 11,812.31 2.5 98.6 － 8,098 

10期(2016年12月20日) 9,970 0 13.8 13,912.64 17.8 98.3 － 7,939 

11期(2017年３月21日) 10,149 50 2.3 13,987.00 0.5 97.6 － 5,672 

12期(2017年６月20日) 10,213 600 6.5 14,382.03 2.8 98.3 － 4,371 

13期(2017年９月20日) 10,514 700 9.8 14,755.51 2.6 98.4 － 3,785 

14期(2017年12月20日) 10,851 1,300 15.6 16,140.42 9.4 98.9 － 3,667 

15期(2018年３月20日) 10,430 0 △ 3.9 15,173.90 △ 6.0 96.1 － 4,061 

16期(2018年６月20日) 10,457 300 3.1 15,524.17 2.3 93.8 － 4,048 

17期(2018年９月20日) 10,422 0 △ 0.3 15,847.97 2.1 98.6 － 4,236 
 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込み。 

（注） 基準価額動向の理解に資するため、参考指数を掲載しておりますが、当ファンドのベンチマークではありません。 

（注） ＪＰＸ日経インデックス４００とは、東京証券取引所の第一部、第二部、マザーズ、ＪＡＳＤＡＱを主たる市場とする普通株式等の中

から時価総額、売買代金、ＲＯＥ等を基に原則400銘柄を選定し算出される株価指数です。「ＪＰＸ日経インデックス４００」は、株式

会社日本取引所グループおよび株式会社東京証券取引所（以下、総称して「ＪＰＸグループ」といいます。）と株式会社日本経済新聞社

（以下、「日本経済新聞社」といいます。）によって独自に開発された手法によって算出される著作物であり、ＪＰＸグループと日本経済

新聞社は、「ＪＰＸ日経インデックス４００」自体および「ＪＰＸ日経インデックス４００」を算定する手法に対して、著作権その他一

切の知的財産権を有しています。「ＪＰＸ日経インデックス４００」を示す標章に関する商標権その他の知的財産権は、すべてＪＰＸ

グループと日本経済新聞社に帰属しています。ファンドは、委託会社等の責任のもとで運用されるものであり、ＪＰＸグループと日本

経済新聞社は、その運用およびファンドの取引に関して、一切の責任を負いません。ＪＰＸグループと日本経済新聞社は、「ＪＰＸ日経

インデックス４００」を継続的に公表する義務を負うものではなく、公表の誤謬、遅延または中断に関して、責任を負いません。ＪＰＸ

グループと日本経済新聞社は、「ＪＰＸ日経インデックス４００」の構成銘柄、計算方法、その他「ＪＰＸ日経インデックス４００」の

内容を変える権利および公表を停止する権利を有しています。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
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日本経済再生戦略株式ファンド

○当作成期中の基準価額と市況等の推移 

決 算 期 年 月 日 
基 準 価 額 

（ 参 考 指 数 ） 
ＪＰＸ日経インデックス４００ 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率 

 騰 落 率  騰 落 率 

第16期 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2018年３月20日 10,430 － 15,173.90 － 96.1 － 

３月末 10,628 1.9 15,180.09 0.0 98.3 － 

４月末 10,505 0.7 15,712.78 3.6 98.6 － 

５月末 10,814 3.7 15,449.70 1.8 98.4 － 

(期  末)       

2018年６月20日 10,757 3.1 15,524.17 2.3 93.8 － 

第17期 

(期  首)       

2018年６月20日 10,457 － 15,524.17 － 93.8 － 

６月末 10,382 △0.7 15,312.40 △1.4 98.7 － 

７月末 10,338 △1.1 15,499.78 △0.2 98.8 － 

８月末 10,312 △1.4 15,332.17 △1.2 98.8 － 

(期  末)       

2018年９月20日 10,422 △0.3 15,847.97 2.1 98.6 － 
 

（注） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
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日本経済再生戦略株式ファンド

○１万口当たりの費用明細 (2018年３月21日～2018年９月20日) 

項 目 
第16期～第17期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 88  0.838  (a)信託報酬＝作成期中の平均基準価額×信託報酬率× 
           （作成期中の日数÷年間日数） 

 （ 投 信 会 社 ） ( 43)  (0.408)  ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論見書 
等の作成等の対価 

 （ 販 売 会 社 ） ( 43)  (0.408)  交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供等 
の対価 

 （ 受 託 会 社 ） (  2)  (0.022)  ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 13   0.125   (b)売買委託手数料＝作成期中の売買委託手数料÷作成期中の平均受益権口数 
有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料 

 （ 株  式 ） ( 13)  (0.125)   

（c） そ の 他 費 用 0   0.002   (c)その他費用＝作成期中のその他費用÷作成期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (  0)  (0.002)  ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用 

 合 計 101   0.965    

作成期中の平均基準価額は、10,448円です。  

 
（注） 作成期間の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出し

た結果です。 

（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） 売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを

含みます。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を作成期間の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ご

とに小数第３位未満は四捨五入してあります。 
 

 

○売買及び取引の状況 (2018年３月21日～2018年９月20日) 

 

銘 柄 
第16期～第17期 

設 定 解 約 
口 数 金 額 口 数 金 額 

 千口 千円 千口 千円 
日本経済再生戦略株式マザーファンド 301,021 618,446 285,021 587,900 

 
 
  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 
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日本経済再生戦略株式ファンド

○株式売買比率 (2018年３月21日～2018年９月20日) 

 

項 目 
第16期～第17期 

日本経済再生戦略株式マザーファンド 

(a) 当作成期中の株式売買金額 6,950,108千円 
(b) 当作成期中の平均組入株式時価総額 4,053,037千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.71   
 

（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2018年３月21日～2018年９月20日) 

 

＜日本経済再生戦略株式ファンド＞ 

 該当事項はございません。 

 

＜日本経済再生戦略株式マザーファンド＞ 

区       分 

第16期～第17期 

買付額等 
Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 3,550 1,042 29.4 3,399 881 25.9 

平均保有割合 100.0%       
 
※平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該ベビーファンドの親投資信託所有口数の割合。 

 

 

＜日本経済再生戦略株式マザーファンド＞ 

種     類 
第16期～第17期 

買 付 額 

 百万円 
株式 47 

 
 
 
  

利害関係人との取引状況 
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日本経済再生戦略株式ファンド

 

項 目 第16期～第17期 
売買委託手数料総額（A） 5,108千円 
うち利害関係人への支払額（B） 1,292千円 

（B）／（A） 25.3％   
 

（注） 売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。 
 

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱
ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券です。 

 

○組入資産の明細 (2018年９月20日現在) 

 

銘 柄 
第15期末 第17期末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

日本経済再生戦略株式マザーファンド 2,018,303 2,034,303 4,236,437 
 
 
 

○投資信託財産の構成 (2018年９月20日現在) 

項 目 
第17期末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

日本経済再生戦略株式マザーファンド 4,236,437 99.1 

コール・ローン等、その他 36,552 0.9 

投資信託財産総額 4,272,989 100.0 
 
 
 
  

親投資信託残高 
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日本経済再生戦略株式ファンド

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 

項 目 
第16期末 第17期末 

2018年６月20日現在 2018年９月20日現在 

  円 円 

(A) 資産 4,186,828,936   4,272,989,791   

 コール・ローン等 31,938,914   32,620,410   

 日本経済再生戦略株式マザーファンド(評価額) 3,845,725,791   4,236,437,307   

 未収入金 309,164,231   3,932,074   

(B) 負債 138,200,562   36,586,336   

 未払収益分配金 116,150,467   －   

 未払解約金 4,629,381   19,561,380   

 未払信託報酬 17,389,066   16,994,033   

 未払利息 64   55   

 その他未払費用 31,584   30,868   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 4,048,628,374   4,236,403,455   

 元本 3,871,682,256   4,065,003,058   

 次期繰越損益金 176,946,118   171,400,397   

(D) 受益権総口数 3,871,682,256口 4,065,003,058口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,457円 10,422円 
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日本経済再生戦略株式ファンド

○損益の状況 

項 目 
第16期 第17期 

2018年３月21日～ 
2018年６月20日 

2018年６月21日～ 
2018年９月20日 

  円 円 

(A) 配当等収益 △      3,620   △      3,555   

 受取利息 35   15   

 支払利息 △      3,655   △      3,570   

(B) 有価証券売買損益 138,215,713   12,257,544   

 売買益 146,183,147   14,823,853   

 売買損 △  7,967,434   △  2,566,309   

(C) 信託報酬等 △ 17,420,650   △ 17,024,901   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 120,791,443   △  4,770,912   

(E) 前期繰越損益金 100,869,620   100,744,971   

(F) 追加信託差損益金 71,435,522   75,426,338   

 (配当等相当額) (  164,153,821)  (  189,961,848)  

 (売買損益相当額) (△ 92,718,299)  (△114,535,510)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 293,096,585   171,400,397   

(H) 収益分配金 △116,150,467   0   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 176,946,118   171,400,397   

 追加信託差損益金 71,435,522   75,426,338   

 (配当等相当額) (  164,345,435)  (  190,080,738)  

 (売買損益相当額) (△ 92,909,913)  (△114,654,400)  

 分配準備積立金 172,645,353   164,473,681   

 繰越損益金 △ 67,134,757   △ 68,499,622   
 

（注） (B)有価証券売買損益は各期末の評価換えによるものを含みます。 

（注） (C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しています。 

（注） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

 

＜注記事項＞ 

①作成期首（前作成期末）元本額 3,893,668,307円 

作成期中追加設定元本額 605,535,090円 

作成期中一部解約元本額 434,200,339円 

また、１口当たり純資産額は、作成期末1.0422円です。 

②分配金の計算過程 

項 目 
2018年３月21日～ 
2018年６月20日 

2018年６月21日～ 
2018年９月20日 

費用控除後の配当等収益額 23,328,978円 －円 

費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 －円 －円 

収益調整金額 164,345,435円 190,080,738円 

分配準備積立金額 265,466,842円 164,473,681円 

当ファンドの分配対象収益額 453,141,255円 354,554,419円 

１万口当たり収益分配対象額 1,170円 872円 

１万口当たり分配金額 300円 －円 

収益分配金金額 116,150,467円 －円 
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日本経済再生戦略株式ファンド

○分配金のお知らせ  

 第16期 第17期 

１万口当たり分配金（税込み） 300円 0円 
 
◆分配金は各決算日から起算して５営業日までにお支払いを開始しております。 

◆分配金を再投資される方のお手取分配金は、各決算日現在の基準価額に基づいて、みなさまの口座に繰り入れて再投資いたしました。 

◆課税上の取り扱い 

・ 分配金は、分配後の基準価額と個々の受益者の個別元本との差により、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金

（特別分配金）」に分かれます。 

・ 分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は、全額が普通分配金となります。分配後の基準価額が個別元本を下回る場合には、

下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）となり、残りの額が普通分配金となります。 

・ 元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額

が、その後の個々の受益者の個別元本となります。 

・ 個人受益者が支払いを受ける収益分配金のうち普通分配金については配当所得として課税され、原則として、20.315％（所得税15％、復興

特別所得税0.315％、地方税５％）の税率で源泉徴収（申告不要）されます。確定申告を行い、総合課税・申告分離課税を選択することも

できます。 

 

※ 法人受益者に対する課税は異なります。 

※ 課税上の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。 

※ 税法が改正された場合等には、上記内容が変更になることがあります。 

※ NISAおよびジュニアNISAをご利用の場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所

得が一定期間非課税となります。 

 

＊三菱ＵＦＪ国際投信では本資料のほかに当ファンドに関する情報等の開示を行っている場合があります。詳しくは、取り扱い販売会社に

お問い合わせいただくか、当社ホームページ（https://www.am.mufg.jp/）をご覧ください。 

 
［ お 知 ら せ ］ 

①信託期間を従来の2019年９月20日から2024年９月20日へ延長し、信託約款に所要の変更を行いました。 

（2018年６月20日） 

②2014年１月１日から、2037年12月31日までの間、普通分配金並びに解約時又は償還時の差益に対し、所得税15％に2.1％の率を乗じた復興

特別所得税が付加され、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％（法人受益者は15.315％の源泉徴収が行われます。））

の税率が適用されます。 
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